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財政構造の弾力性

経常収支比率 [97.8%]
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[98,190円]
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給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [100.9]
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定員管理の状況

人口10万人当たり職員数 [966.32人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [11.7%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [218.9%]

グループ内順位

5/17
都道府県平均

219.3

(%)

400.0

350.0

300.0

250.0

200.0

150.0

100.0

360.1

165.8

253.2
252.2

H20H19H18H17H16

218.9
216.4

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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財政構造の弾力性
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グループ平均

千葉県
※グループ平均を100とした
　ときの比率で表した。

※グループとは、道府県を財政力指数の高低によって4つに分類したものである。
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分析欄

【財政力指数】
　国からの税源移譲や定率減税の廃止などに伴う個人県民税の増等、県税収入が伸びたことに
より、基準財政収入額が増加したため、前年度と比較して０．０４ポイント上昇し、０．８０となっ
た。

【経常収支比率】
　歳入面で減収補てん債が増加したことに加え、歳出面で職員数の削減や給与構造改革などに
努めたことにより、２．３ポイント改善し、９７．８％となった。

【人口１人あたり人件費・物件費等決算額】
　職員給与の独自カット、定員適正化、内部管理経費の削減等により、類似団体平均を下回る９
８，１９０円となった。引き続き、行政コストの削減に取り組んでいく。

【ラスパイレス指数】
　昇給時期、職員構成等が国と異なっており、平均昇給率の相違等から、指数が昨年に比べて
０．３ポイント上昇した。
　平成１５年度から実施している職員給与のカット率を緩和したこと等もあり（若年層を除き１．
３％～３％減額）、１００．９という指数は、類似団体の平均よりも高くなっているが、順位としては
類似団体の中で中位である。
　職員の給与については、民間の給与水準並びに国及び他団体の状況等も踏まえ、引き続き適
正化を進めていく。

【将来負担比率】
　２１８．９％であり、類似団体平均を下回る水準となっている。今後も、将来負担の軽減に努め
ていく。

【実質公債費比率】
　１１．７％であり、類似団体平均を下回る水準となっている。今後も、公債費の適正な管理に努
めていく。

【人口１００，０００人当たり職員数】
　平成１８年２月に策定した「定員適正化計画」（H18～H22）に基づき、　事務事業の見直しや組
織の合理化などを進めた結果、類似団体平均の１，０１１．０２人を下回る９６６．３２となってい
る。
　今後とも、職員の大量退職や厳しい財政状況を踏まえ、現行計画の取組状況や職員の年齢構
成等を考慮した新たな「定員適正化計画」を策定し、引き続き職員の削減に努めていく。


